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企業は誰にどのような主体性を
求めてきたのか
―人的資本経営への提言

本稿は，産学で重視される主体性に着目し，企業と大学が求める主体性を対象として分析
することで，企業が人材育成において抱える課題を示し，考察することを目的とする。企
業の主体性要求の様相や主体性の意味については，武藤（2023）の分析結果の一部を示す
とともに，新たに大学教育に関わる公的文書を分析し，考察では主体性を求められる側
（学生・従業員）の視点を加えた。その結果，大学で学生に育成しようとする主体性と，
企業が学生・従業員に求める主体性には，ギャップがあることを示唆した。産学において
ともに主体性が重視される昨今，学生を受け入れる企業は，このような主体性の認識
ギャップがあることを意識し，それを埋めるための方策を取ることが必要であると指摘し
た。また，企業は学生に対して主体性を強く求める一方，企業内部では業務や雇用形態な
どによって従業員への主体性要求には差異があることを示した。少なくない従業員が主体
性（「自分なりに考える」「発信する」「仕事に関して協働する」）を求められておらず，こ
のような従業員は仕事を通して「自分なりに考える」「発信する」「仕事に関して協働する」
という機会を逸していると考えられる。企業に人的資本経営が求められるなか，すべての
従業員を対象として主体性を引き出す仕組みを作ることが課題であると指摘した。
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Ⅰ　は じ め に

　本稿は，企業が求める資質・能力のなかでも，
産学で重視される主体性に着目し，企業は，誰
に，どのような主体性を求めてきたのか，企業と

教育に関わるデータを用いて検討するものである。
　社会の激しい変化は，企業にも教育にも影響を
与えている。1990 年代初頭までの企業は，選抜
性の高い大学の学生を採用し，社内において人材
育成を行う仕組みを機能させていた（苅谷 2012, 
2013）とされる。この頃の企業は，大学に教育機
能よりも選抜機能を求めていたといえるだろう。
しかし，1990 年代のバブル経済崩壊の打撃を受
けた産業界は，大学教育への要求を相次いで出
し，専門知識や技術だけでなく，企業が必要とす
る資質・能力の育成を大学教育に求めるように
なった（飯吉 2012；小方 2013；吉田 2014）。
　企業が求める資質・能力のなかでも，「主体性」
は，産学で重視される様相がみられる。例えば学
校教育をみると，小・中・高等学校の学習指導要
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図 1　分析の枠組み領において「主体的・対話的で深い学び」がうた
われ，また近年の大学入試改革のなかで，大学に
は入学希望者の主体性の評価が求められている。
他方，産業界に目を向けると，企業が，学生採用
にあたってもっとも求めるのは「主体性」である
ことが，日本経済団体連合会（以降，経団連とす
る）のアンケート調査によって示され続けている
（経団連 2011, 2015, 2018, 2022）。
　このように産学で主体性が重視されていると考
えられるが，この「主体性」とは一体何を意味し
ているのか，長らく曖昧なままにされてきた 1）。
そこで筆者は，「企業が求める主体性」に焦点化
して，経済団体，企業採用部門，企業事業部門に
関わるデータを分析することで，企業の主体性要
求の様相や，企業における主体性の意味，企業内
での主体性の評価・育成の様子の一端を明らかに
した（武藤 2023）。この研究は，企業の人材育成
への示唆という点からも意義のあるものだと考�
える。
　しかし，企業が求める主体性については，まだ
十分に検討されていない点も残る。例えば，武藤
（2023）では，主に主体性を求める側（企業・管理
職）から考察を行ったが，主体性が求められる側
（学生・管理職以外の従業員）の視点を加えて検討
することで，より実情に即した示唆が得られると
思われる。やや先取りして述べれば，学生らが経
験する教育から労働への移行（トランジション）
や，従業員が経験する業務や雇用形態の分化に着
目して検討することで，企業が人材育成において
抱える課題について指摘できると考える。
　そこで本稿では，「企業は誰にどのような主体
性を求めてきたのか」という大きな問いを設定
し，武藤（2023）の分析結果に新規分析を加える
ことで，「誰に」で表される「主体性が求められ
る側」の視点に立ちながら，企業が求める主体性
について考察する。次に分析の枠組み（図 1）を
参照しながら，本稿の流れを示す。
　①�企業は，就職前の学生に対して，どのような

主体性を求めてきたのか，企業採用部門が関
わる『就職四季報』の「求める人材」を対象
とした分析結果を示す。あわせて，年代によ
る主体性要求の変化や，主体性の意味の変化

についても示す。
　②�企業は，自社従業員に対して，どのような主

体性を求めてきたのか，またどのような従業
員に主体性を求めてきたのか，企業事業部門
の管理職へのインタビューの分析結果を示す。

　③�大学では，学生にどのような主体性が育成さ
れてきたのか，文部科学省の公的文書を対象
として新規分析した結果を示す。公的文書と
しては，中央教育審議会の大学教育に関する
答申を取り上げる。この分析によって，企業
は，どのような学生（どのような主体性が育
成されてきた学生）に対して，企業が考える
主体性を求めているのかという観点から考察
を行う。

　分析の枠組み（図 1）で示すように，学生は大
学での学習経験を持ちつつ，労働へと移行（トラ
ンジション）すると考えられる。そこで本稿で
は，このような移行を考慮に入れ，大学で学生に
育成される主体性（③）と，企業が学生に求める
主体性（①），企業が従業員に求める主体性（②）
との異同について考察する。また，企業の仕事の
現場において，どのような従業員に対して主体性
を求めてきたのかあらためて考察を行う。なお①
②については，武藤（2023）の分析結果の一部を
提示する。
　次に本稿で用いる分析データ，および分析方法
の概要を示す 2）。
　まず，企業が学生に求める主体性（①）につい
ては，企業の採用部門が関わる『就職四季報』
（2002 年版，2011 年版，2021 年版）の「求める人
材」の記述を対象とした 3）。その分析方法だが，
主体性などの資質・能力に関わる語彙（これを能
力語彙とする）をコード化し，計量テキスト分析 4）

を行った。企業が重視する能力語彙は，出現率が
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高まると考えられることから，年代別に能力語彙
の出現率の変化をみることで，近年，どのような
資質・能力が重視されるのかを確認する。このよ
うな分析によって，学生への主体性要求の様相
や，主体性という言葉が内包する意味を示す。
　企業が従業員に求める主体性（②）について
は，事業を推進するとともに社員育成を担う事業
部門の管理職 24 名へのインタビューを対象とし
た。インタビュー分析では，発言内容を直接解釈
し，その意味を捉える。これによって，企業の仕
事の現場における主体性要求の様相（誰に主体性
を求めているのか）や，主体性という言葉が内包
する意味について示す。
　③は新規分析部分である。濱中（2024）は，
1990 年代以降，大学が教育改革の場へと変貌し，
審議会の答申等が教育政策の土台となったことを
指摘している。そこで本稿では，大学教育に関わ
る中央教育審議会（以降，中教審とする）および
大学審議会 5）の答申を対象として，大学におい
て学生にどのような主体性が育成されてきたのか
について分析を行う。
　次節より，①②③の分析結果を示す。

Ⅱ�　企業から学生への主体性要求�
―『就職四季報』の分析

　前述したように経団連のアンケート調査をみる
限り，企業が，学生採用にあたってもっとも求め
るのは「主体性」であり続けている。では，各企
業が求める人材を対象としても，企業は入社前の
学生に，主体性を求めているといえるのか，また
その主体性とは何を意味するのか，『就職四季報』
の「求める人材」の記述を対象として分析した結
果を示す（①の分析）。

１　学生への主体性要求―企業規模・業種によ
らず強まる要求

　『就職四季報』（2002 年版，2011 年版，2021 年版）
の「求める人材」の各能力語彙の出現率を示した
のが表 1である。この表では出現率が 20％以上
のものを太字で示している。また，2021 年（αと
する）の値から 2002 年（βとする）の値を減算し，
α-βが 10 ポイント以上であれば「α-β」に＋＋を，
5ポイント以上 10 ポイント未満であれば＋を，
逆に 5ポイント以上減少していれば－を示した。
＋＋や＋であれば，近年，その語彙の出現率が高
くなったことを意味する。
　主体性をみると，どの年でも 20％以上と出現
率が高い。また主体性と他の能力語彙と比較する
と，いずれの年においても主体性の出現率がもっ
とも高いことが分かる。また主体性の出現率は，
2002 年 は 22.7％，2011 年 は 30.3％，2021 年 は
36.7％と増加傾向がみられる。この分析からは，
企業は 2000 年頃から，学生らに対して主体性を
求め続けており，近年，より強く主体性を求める
ようになったといえるだろう。
　では，企業規模や業種といった企業属性によっ
て，主体性要求は異なるのだろうか。表 1と同じ
データを用いて，2002 年と 2021 年の 2時点で，
企業規模ごとに各能力語彙の出現率を比較したの
が表 2である。
　2002 年をみると，1000 人未満の企業において，
主体性の出現率がやや低いことが分かる。他方，
1000 人～3000 人未満，3000 人以上では，20％以
上と高い傾向がみられる。2000 年頃は，規模が
それほど大きくない企業で，主体性がそれほど求
められておらず，企業規模によって主体性要求が
異なっていたと考えられる。

表 1　能力語彙の出現率推移
（単位：％）

主体性 思考力 行動力 解決力 創造性 協調性 コミュニケー
ション能力 チームワーク

2002 年（β） 22.7 15.6 20.1 1.2 14.8 1.6 2.5 0.5
2011 年 30.3 18.7 24.9 1.7 9.9 1.7 7.7 2.8
2021 年（α） 36.7 25.2 30.3 2.5 8.3 4.4 9.9 8.8
α-β ＋＋ ＋ ＋＋ － ＋ ＋
出所：武藤（2023）より抜粋
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　次に 2021 年をみると，どの企業規模において
も主体性の出現率が 30％以上となっている。増
減を示す「α-β」も＋＋，＋と増加傾向を示して
いる。このことから，2020 年頃には，企業規模
による主体性要求の差異が無くなり，企業はその
規模によらず，より主体性を求めるようになった
といえよう。
　他の能力語彙に目を向けると，「思考力」や
「行動力」の出現率が近年高くなっている。「α-β」
は＋，＋＋と，どの企業規模でも出現率が 5ポイ
ント以上増加していることから，「思考力」や
「行動力」は近年より求められるようになったと
考えられる。
　また，「コミュニケーション能力」「チームワー
ク」でも増加傾向がみられる。「コミュニケー
ション能力」「チームワーク」という他者に関わ
ることが，より求められるようになったといえる
だろう。
　紙幅に限りがあるため，業種別については，表
は示さずその概略を紹介しておく。業種を 9つ
（マスコミ，情報・通信，商社・卸，製造，金融・保
険，小売，建設，サービス，運輸・郵便）に分類し
て分析を行ったところ，2002 年に主体性の出現
率が 20％を超える業種は，情報・通信，商社・
卸，製造など一部の業種に限られていた。しかし
ながら，2021 年には，マスコミを除く 8つの業
種すべてで主体性の出現率が 30％以上となり，
より主体性が求められるようになったことが示唆

された。
　これらの分析から，企業の学生への主体性要求
は，2000 年頃には，企業規模や業種によって異
なっていたが，2020 年頃には企業規模や業種と
いう企業属性にかかわらず，一律に，より強く
なったということができよう。

２　主体性の意味―行動力から思考力・協調性へ

　近年，企業の主体性要求が強まっていることが
示されたが，ではその主体性とは何を意味するの
だろうか。
　その分析の前に，これまで主体性という言葉が
どのように定義されてきたのか簡単に確認してお
きたい。『デジタル大辞泉』では，主体性は「自
分の意志・判断による行動や行動しようとする態
度」とされる。この定義では，個人プレイのよう
な行動がイメージされる。また，「社会人基礎力」
（経済産業省 2006）では，主体性は「物事に進ん
で取り組む力」と，個人の行動として捉えられて
いる。
　OECDの 2030 年に向けた学習枠組みを検討し
た白井（2018）は，agency（主体性）を「自ら考
え，主体的に行動して，責任をもって社会変革を
実現していく力」とし，行動目的にも言及してい
る。また，松下（2009）は，「主体性」は肯定的
な価値を含んでおり，批判的検討の対象になりに
くいという重要な指摘をした。
　このように「主体性」という言葉は，個人の行

表 2　能力語彙の出現率推移（企業規模別）
（単位：％）

主体性 思考力 行動力 解決力 創造性 協調性 コミュニケー
ション能力 チームワーク

2002 年（β）
　1000 人未満 15.0 14.5 16.8 0.6 11.0 1.2 4.6 0.0
　1000 人～3000 人未満 22.8 16.3 18.7 1.1 14.6 2.4 2.2 0.8
　3000 人以上 23.0 15.7 23.3 1.7 16.9 0.9 1.7 0.0
2021 年（α）
　1000 人未満 33.7 24.4 28.0 1.8 6.7 2.3 14.1 7.5
　1000 人～3000 人未満 33.6 23.7 32.9 3.1 8.8 3.7 10.0 9.1
　3000 人以上 31.1 26.8 28.7 2.1 9.1 3.0 5.1 8.9
α-β

　1000 人未満 ＋＋ ＋ ＋＋ ＋ ＋
　1000 人～3000 人未満 ＋＋ ＋ ＋＋ － ＋ ＋
　3000 人以上 ＋ ＋＋ ＋ － ＋
出所：武藤（2023）より抜粋
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動を中心としながらも，ときには目的までも含ん
で用いられる。さらに松下が指摘するように，主
体性は，肯定的な価値を含むために，「主体性」
や「主体的」という言葉を枕詞として付けること
で，肯定的な印象が与えられてしまうことを意識
しておく必要があるだろう。
　では，企業が求める主体性とは何を意味するの
か，『就職四季報』の「求める人材」の分析に
よって示していく。
　前項では，企業の主体性要求は年代によって変
わることを示したが，主体性という言葉の意味も
年代によって変化するのではないかと考えられ
た。そこで 2002 年と 2021 年それぞれのデータを
用いて，語彙間の関連を示す共起ネットワークを
作成し，何に関する主体性が求められているのか
を確認した。例えば，「主体性」と「行動力」の
共起関係が強ければ，行動に関する主体性が求め
られており，「主体性」は「行動力」という意味
を内包すると解釈することができる。
　まず 2002 年の共起ネットワーク（図 2）をみる
と，主体性と「行動力」が結びついており，主体
性は「行動力」を内包していたと考えられる。ま
た，主体性は「チャレンジ」や「成長」「意欲」
とも結びついている。共起ネットワークの円の色
の濃さはその語彙の中心性（Centrality）を意味
するが，2002 年では中心性が高いのは「行動力」

である。2000 年頃には，「行動力」に重きがおか
れており，企業は学生らに主体的に行動すること
を求めていたと考えられる。
　次に 2021 年の共起ネットワーク（図 3）をみる
と，主体性の中心性が高くなっていることが分か
る。主体性は「チャレンジ」「成長」とも結びつ
いているが，これについては 2002 年から変化が
ない。2021 年に特徴的なのは，主体性が「思考
力」「協調性」と結びつくようになったことであ
る。2020 年頃には，主体性に重きがおかれるよ
うになり，企業は学生らに主体的に考え，協調す
ることを求めるようになったと考えられる。
　企業は，学生に対して主体性を求め続けている
ものの，その主体性が内包する意味は，2000 年
頃の「行動力」から，2020 年頃の「思考力」「協
調性」へと，年代によって変化しているのである。

Ⅲ�　仕事の現場での主体性要求―管理職
インタビューの分析

　前節では，企業は学生に対して，近年，主体性
をより強く求めていること，また，その主体性の
意味は，「行動力」から，「思考力」「協調性」へ
と変化していることを示した。では，企業の仕事
の現場では，従業員に主体性を求めているのだろ
うか。また仕事の現場で求められる主体性とはど

出所：武藤（2023）

図 3　共起ネットワーク（2021 年）
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図 2　共起ネットワーク（2002 年）
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のような意味を内包しているのだろうか，企業事
業部門の管理職へのインタビュー（武藤 2023）を
抜粋して示す（②の分析）。

１　従業員への主体性要求―従業員の属性により
異なる要求

　管理職に「主体性は必要か」と尋ねたところ，
「必要」と即答した者が多かった 6）。

「（筆者の質問（以下同様）：若手社員に主体性は
必要か）必要だと思います。（主体性のある社員
はどのような社員か）主体的だなって思うメン
バーは，なんとなく自分で答えを出そうとしてい
る。あがいてるって言うか，綺麗じゃなくても
『考えてきました』みたいな回答を持ってくる傾
向がある。」（I10）

　このように主体性のある社員の特徴についてす
ぐに回答していたことから，管理職は日常的に社
員の主体性の有無を評価していることがうかがえ
た。また主体性が必要と考える理由についても具
体的に説明していた。
「（若手社員に主体性は必要か）思いますね。自
分でこう主体的に考えてするからこそ，何て言う
んですか，自分も成長するでしょうし，仕事も楽
しいでしょうし，やらされ仕事で，ちょっと語弊
があるかもしれないですが，ちょっとこなしてい
くだけだと楽しくないはずなんで。」（I8）

　しかし，管理職は，すべての社員，従業員に主
体性を求めているわけではない。
「（主体性が無いと困るか）真面目にコツコツ
やってくれる社員もいますから，その仕事，職種
内容によっては，そういう風にあまりその自分の
意見を出さずに，動いてくれるというような社員
がハマる仕事もあります。」（R14）
「ウチには，正社員と，派遣社員がいるんですけ
れども，派遣社員のスタンス，基本的には契約し
た職務内容をお願いしてる。仕事をきっちりこな
す。そうすると，基本的には言われたことだけや
るんですね。（中略）しかし，社員は指示出さな
くても，先を読んで色々やってくれるんですね。」
（R15）

　主体性が求められるのは，非定型業務を担う正
社員であり，定型業務を担う社員や非正規社員に

は，主体性を求めていないことが示唆された。企
業の仕事の現場においては，すべての従業員に対
して主体性が求められているわけではなく，担う
業務や雇用形態という従業員の属性によって，主
体性要求が異なると考えられる。

２　主体性の意味―自分なりに考える・発信す
る・仕事に関して協働する

　仕事の現場では，主体性という言葉はどのよう
な意味で用いられているのか。管理職へのインタ
ビューから導き出されたのは，主体性は「自分な
りに考える」「発信する」「仕事に関して協働す
る」を内包していることである。
「自分の頭で考えてやってほしい。それが主体性
かと。（中略）間違っててもいいから考える，そ
れを発信する。黙ってたらわかんない。」（M4）

　「自分なりに考える」ことが主体性の起点とな
り，考えたことは「発信する」ことが強く求めら
れる。また「発信する」ことで，はじめて他者と
「仕事に関して協働する」ことにつながる。

「ある若手が，例えばこうしたいと頭の中で思っ
ていて，それを行動，言葉に出してくれないと，
なかなかサポートってできないですし（中略）自
分は考えてこうしたいんだ，っていうことを発信
してくれた方がありがたいと思いますし。その発
信によって我々が気づくとことも多々あります
し。」（M5）
「上司に言う前に当たり付けみたいなのをしてる
子もいるんですよね。そういうときはヨコの繫が
りとか使って，やれてる子は主体性があると思
う。（中略）どっちにしても言ってくる。ヨコも，
上も。くると，すごい主体性があると思う。」（M4）

　仕事の現場で求められる主体性は，まず，「自
分なりに考える」（内的活動）ことが起点となり，
その考えたことは必ず「発信する」（外化）こと
が求められる。この外化によって考えたことが他
者にも認識されるようになり，それによって他者
と「仕事に関して協働する」ことにつながる。仕
事の現場で求められる主体性とは，自分なりに考
え，発信するという個人の行動だけでなく，他者
とともに「仕事に関して協働する」ことまで含む
のである（図 4）。
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Ⅳ�　大学で学生に育成しようとする主体
性―中教審の答申の分析

　ここまで，企業は学生に主体性を求めているこ
と，また学生が企業の従業員となっても，主体性
が強く求められることを示した。ただし企業の仕
事の現場で主体性が求められるのは，主に非定型
業務を担う正社員であることも示唆された。
　では，大学において，学生にどのような主体性
が育成されてきたのだろうか，大学教育に影響を
与える中教審の答申を対象として分析していく
（③の分析）。

１　社会変化に対応するための主体性

　中教審の答申で，主体性や主体的という言葉が
使われるのはそれほど目新しいものではない。例
えば，高等学校教育に関する 1966 年の答申 7）で
は，「われわれ日本人が今日当面している重要な
課題」のひとつとして，「技術革新が急速に進展
する社会において，いかにして人間の主体性を確
立するか」と，全人的な主体性が示された。1971
年の大学教育を含む学校教育に関わる中教審の答
申 8）でも，「文化的な価値を追求する主体的な人
間として，歴史的に継承され，発展してきたさま
ざまな価値に対する理解力・批判力・感受性を備
え，次の時代への使命感をもって自主的・創造的
に活動できるようになること」9） と，主体的な人
間という全人的なものとして用いられていた 10）。
　しかし，1997 年の「平成 12 年度以降の高等教
育の将来構想について（答申）」になるとその様
相が変わる。「今日の社会・経済の急速な変化に
対応して，単に専門分野における高度の知識・技
術の習得だけではなく，深い教養，主体的に変化
に対応し得る幅広い視野や総合的な判断力，豊か

な創造性を持つ人材の養成がますます重要になっ
ている」と，大学教育において，社会変化に主体
的に対応できる人材の養成が必要とされるように
なった。

２　主体的に学習する態度

　同年 1997 年の「高等教育の一層の改善につい
て（答申）」では，主体的に変化に対応するだけ
でなく，「学生の主体的な学習を引き出す教育の
不足など」のように，「主体的な学習」の必要性
が述べられた。
　翌 1998 年の「21 世紀の大学像と今後の改革方
策について（答申）」では，主体的という言葉が
頻出し，「主体的に変化に対応する」や「主体的
に課題を探求」することとともに，「学生の主体
的学習意欲」，「学生の側においても主体的に学習
に取り組むことが求められる」などがみられる。
このように 1990 年代後半には，学生に対して，
「主体的に学習する態度」が求められるように
なったとみることができよう 11）。
　2008 年の「学士課程教育の構築に向けて（答
申）」では，「学習意欲や目的意識の希薄な学生に
対し，どのような刺激を与え，主体的に学ぼうと
する姿勢や態度を持たせるかは，極めて重要な課
題である」と，やはり「主体的に学習する態度」
が求められた。また，学生の主体的・能動的な学
びを引き出すために，学生参加型授業や協調・協
同学習，課題解決・探求学習など新しい教授法が
提案され，次項で述べるアクティブ・ラーニング
につながっていく。

３　拡張する主体的な学修―アクティブ・ラー
ニング，授業外学修時間

　2012 年の質的転換答申（「新たな未来を築くため
の大学教育の質的転換に向けて―生涯学び続け，
主体的に考える力を育成する大学へ（答申）」）では，
副題に「主体的」が用いられ，「学生が主体的に
問題を発見し解を見いだしていく能動的学修（ア
クティブ・ラーニング）への転換」がうたわれ，
「主体的な学修 12）」という言葉が頻出する。
　他方，「学生には事前準備・授業受講・事後展
開を通して主体的な学修に要する総学修時間の確

出所：武藤（2023）

図 4　企業が求める主体性の意味の概念図
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保が不可欠である」と，「主体的な学修」という
言葉で，学生に授業に関わる授業外学修時間を増
やすことが求められた。
　その 2年後の高大接続に関する答申 13）では，
「主体性 ･多様性 ･協働性」を育成する観点から，
「学生が主体性を持って多様な人々と協力して問
題を発見し解を見いだしていくアクティブ・ラー
ニングに転換」すると質的転換への断行が告げら
れた 14）。2018 年のグランドデザイン答申 15）で
も，「主体性を涵養」するために「少人数のアク
ティブ・ラーニングや情報通信技術（ICT）を活
用した新たな手法の導入」とアクティブ・ラーニ
ングや新しい教育法の導入推進がうたわれた。
　2023 年の「次期教育振興基本計画について
（答申）」16） においては，産業界から主体性などの
資質・能力を持った人材の育成が期待されている
ことを踏まえながら，アクティブ・ラーニングの
充実とともに，「主体的に社会の形成に参画する
態度の育成」や「地域の課題解決に主体的に参加
する人材を育成」など，主体性が求められるさま
ざまな対象が示されている。
　大学では，学生に，どのような主体性が育成さ
れて（もしくは，育成されようとして）きたのか。
1970 年頃には，主体的という言葉を使って，全
人的な人間像が示された。1990 年代には，社会
変化に対応する主体性に言及されたが，すぐに
「主体的に学習する態度」が求められた。そして，
2010 年代には，「主体的な学修」が強調され，学
生の「主体的な学修」のためにアクティブ・ラー
ニングの導入がうたわれるとともに，同じ「主体
的な学修」と結びつけながら，学生には授業に関
わる授業外の学修時間を増やすことが求められ
た。さらにその後，アクティブ・ラーニング 17）

による「主体的な学修」だけでなく，「社会の形
成」や「地域の課題解決」などさまざまな対象に
関わる主体性の育成が求められるようになったと
みることができよう。

Ⅴ　まとめと考察

　大学で学生に育成される主体性と，企業が学
生・従業員に求める主体性の異同，また企業の仕

事の現場での従業員への主体性要求の様相をまと
め，考察する。

１　大学の主体性・企業の主体性

　大学では学生にどのような主体性が育成されて
きたのか（③）。中教審答申の分析で示されたの
は，近年，学生の「主体的な学修」を促すため
に，アクティブ・ラーニングの導入が推進される
とともに，同じ「主体的な学修」という言葉と結
びつけながら，学生の授業外学修時間を増やすこ
とが求められたことである。この授業外学修時間
を増やすことは，企業の文脈においては，従業員
の残業時間を増やすことのようにも読み替えられ
るかもしれない。また 2023 年の答申では，さま
ざまな対象への主体性について述べられており，
大学で育成される主体性は，「主体的な学修」を
基本としつつ，さまざまな方面へと拡張している
ようである。
　他方，企業が学生に求める主体性（①）を振り
返ると，2020 年頃の企業は，学生に「思考力」
「協調性」に関する主体性を求めていた。さらに，
企業が従業員に求める主体性（②）は，「自分な
りに考える」「発信する」「仕事に関して協働す
る」を内包していた。分析手法の違いにより①と
②では具体性は異なるものの，「思考力」は「自
分なりに考える」に，「協調性」は「仕事に関し
て協働する」に対応する 18）。企業が学生に求め
る主体性（①）と，企業が従業員に求める主体性
（②）は，それほどかけ離れたものではないよう
に思われる。
　しかし，大学で学生に育成される主体性（③）
と，企業が学生・従業員に求める主体性（①②）
にはギャップがあると思われる。これについて学
生や新入社員の視点からみると，長年，学校教育
を受けてきた学生や新入社員が考える主体性と，
企業が考える主体性にはギャップがあるというこ
とになろう。
　これを主体性の認識ギャップと呼ぶとすると，
教育から労働へと移行（トランジション）する学
生らを新入社員として迎える企業においては，主
体性の認識ギャップがあることを意識し，それを
埋めるためになんらかの方策を取ることが必要だ
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と思われる 19）。近年，企業と大学の代表者に
よって人材育成や採用に関わる対話がなされてい
る（採用と大学教育の未来に関する産学協議会 
2024）が，このような産学の取り組みにおいて
も，主体性の認識ギャップがあることを共通認識
として，それに対応していく必要があると考える。

２　企業の従業員への主体性要求の差異

　次に企業の学生への主体性要求をみると，2000
年頃には企業規模や業種によって主体性要求は異
なっていたものの，2020 年頃には企業規模や業
種という企業属性にかかわらず，一律により強く
なっていたことが示された。
　他方，企業の仕事の現場においても，従業員に
は主体性が強く求められていた。しかしながら，
その内実をみると，非定型業務を担う正社員には
主体性が強く求められる一方，定型業務を担う社
員や非正規社員には，主体性が求められないとい
うように，従業員の属性によって主体性要求が異
なることが示唆された。
　この分析が示すように，定型業務を担う社員や
非正規社員には主体性がそれほど求められないと
したら，どれくらいの従業員に主体性が求められ
ないことになるのだろうか。労働力調査（総務省 
2024）をみると，正規の職員・従業員数は 3615
万人，一方，非正規は 2124 万人であり，雇用者
に占める非正規労働者は約 37％とされている。
もし，非正規社員に主体性が求められないとする
と，この 40％近くの従業員には主体性が求めら
れないことになる。またインタビューで示された
ように，定型業務を担う正社員にも主体性が求め
られないのならば，主体性が求められない従業員
の割合は，40％以上となるだろう。
　企業は，学生や従業員に主体性を強く求めてい
るものの，実際には，多くの従業員が，主体性が
求められない仕事，主体性を発揮する余地のない
仕事に従事しているのではないか。
　もし，仕事において主体性（「自分なりに考え
る」「発信する」「仕事に関して協働する」）が求めら
れないとすれば，これらの従業員は，「自分なり
に考える」「発信する」「仕事に関して協働する」
という機会を逸することになろう。また，主体性

が求められる仕事を通して獲得される社会関係資
本が得られないことにもつながるだろう。
　企業の仕事の現場は，事業推進の場であるとと
もに，仕事を通して人材育成を行い，人の成長を
支援する場でもある。人的資本経営がうたわれる
現在，企業はすべての従業員を対象として，主体
性を引き出す仕組みをどのように作り出せるの
か，これは本稿が示す大きな課題である。

 1）産業界から大学への人材育成要求について検討した飯吉
（2012）は，主体性のような能力が産学でともに重視されるこ
とから，産業界が求める能力と大学が育成する能力が重なりつ
つあると論じた。しかしながら，飯吉は主体性という言葉の出
現のみに着目しており，産学においてそれぞれ主体性が何を意
味するのかまでは検討していない。
 2）分析データや分析方法の詳細については，武藤（2023）を
参照。
 3）『就職四季報』が 2002 年版より出版されていることを考慮
し，約 10年の間隔をあけ，2002 年版，2011 年版，2021 年版
の 3冊を対象とした。掲載企業数は，2002 年版 885 件，2011
年版 1154 件，2021 年版 1303 件であった。なお，2002 年版
は，2000 年 12 月に出版されており，書籍に示された年と出版
年には 1年以上の差がある。
 4）計量テキスト分析にはKH Coder（樋口 2014）を用いた。
コード化の詳細については，武藤（2023）を参照。「主体性」
には主体的，自主性などの語彙を含み，「協調性」には協調，
協働などの語彙を含んでいる。
 5）1987 年から 2001 年まで設置された大学審議会では，高等教
育政策について審議された。
 6）管理職の仮名は，製造業はM，情報・通信業は I，小売業は
Rをつけ連番を振った。
 7）「後期中等教育の拡充整備について（答申）」。
 8）「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的
施策について（答申）」。
 9）同答申では，「人間形成とは，上述のように，人間が環境と
のかかわり合いの中で自分自身を主体的に形作っていく過程」
と人間形成が主体的に行うべきものとされている。
10）1991 年には「大学教育の改善について（答申）」が出された
が，同答申では「学生による主体的な科目選択」以外に主体性
や主体的という言葉は見当たらない。
11）2005 年の「我が国の高等教育の将来像（答申）」では，「今
後の高等教育においては，初等中等教育を基礎として，『主体
的に変化に対応し，自ら将来の課題を探求し，その課題に対し
て幅広い視野から柔軟かつ総合的な判断を下すことのできる
力』（＝課題探求能力）の育成が重視されよう」と初等中等教
育と高等教育の接続について示されている。
12）大学設置基準では，旧来より「学修」という言葉が用いら
れていたが，この頃の答申から大学での学びは「学修」と表記
されるようになった。
13）「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校
教育，大学教育，大学入学者選抜の一体的改革について―
すべての若者が夢や目標を芽吹かせ，未来に花開かせるために
（答申）」。
14）同答申では，学校教育法改正によって「学力の三要素」に
「主体的に学習に取り組む態度」が含まれたことを踏まえ，「大
学入学希望者の多様な能力を多元的に評価する選抜へ抜本的に
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　むとう・ひろこ　早稲田大学教育・総合科学学術院非常
勤講師。最近の主な著作に『企業が求める〈主体性〉とは
何か―教育と労働をつなぐ〈主体性〉言説の分析』（東信
堂，2023 年）。教育社会学専攻。

改革」するなかで，大学入試で入学希望者の主体性を評価する
ことが示された。
15）「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」。
16）「次期教育振興基本計画について（答申）」は，初等中等教育
から高等教育，生涯教育まで広く対象としている。
17）松下（2015）は，「能動的学習をめざす授業のもたらす受動
性」として，アクティブラーニングを取り入れた授業では，
「活動が構造化され，学生を活動に参加させる力が強く働く分，
逆に学生は自らの意思で参加するかどうかを決定することを求
められなくなる」ことを指摘している。
18）前述したように，①の分析の「協調性」には，協調，協働
などの語彙を含んでいる。
19）例えば，学生を新入社員として迎え入れる企業人事部門担
当者や，事業部門の上司，先輩などが，主体性の認識ギャップ
があることを意識したうえで，企業が求める主体性とは何なの
か，学生や新入社員に言語化して説明することも考えられる。
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